
第１３期 ＪＸビジネスサービス株式会社

千円 千円

1,218,012 582,710

（ 1,074,174 ） （ 539,113 ）

631,552 208,908

362 267,997

2,526 1,532

333,034 3,732

106,571 7,507

126 168

49,265

（ 143,837 ）

〔 69,683 〕 （ 43,596 ）

35,279 32,184

34,404 11,412

〔 9,555 〕

9,555 635,302

〔 64,598 〕 （ 635,302 ）

47,444 〔 50,000 〕

84 〔 59,000 〕

17,069 59,000

〔 526,302 〕

12,500

513,802

513,802

1,218,012 1,218,012

（注）当期純利益                     12,874千円

貸　　 借　　 対　　 照　　 表

科         目 金          額 金          額科         目

流 動 負 債流 動 資 産

（平成２９年３月３１日現在）

資 産 の 部 負 債 の 部

資 産 合 計

預 託 金

建 物 附 属 設 備

未 払 費 用

未 払 法 人 税 等未 収 入 金

負 債 お よ び 純 資 産 合 計

そ の 他 利 益 剰 余 金

繰 越 利 益 剰 余 金

繰 延 税 金 資 産

繰 延 税 金 資 産

そ の 他 流 動 資 産

固 定 資 産

未 払 金

長 期 前 払 費 用

工 具 器 具 備 品

売 掛 金

前 払 費 用

未 払 事 業 税

未 払 消 費 税

預 り 金

そ の 他 の 流 動 負 債

投 資 そ の 他 の 資 産

差 入 保 証 金

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

資 本 剰 余 金

有 形 固 定 資 産 固 定 負 債

利 益 準 備 金

退 職 給 付 引 当 金

純 資 産 の 部

株 主 資 本

資 本 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金



個別注記表

（１）固定資産の減価償却の方法

　①有形固定資産

(会計方針の変更）

法人税法の改正に伴い、「平成２８年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実

務上の取扱い」（実務対応報告第32号　平成２８年６月１７日）を当事業年度より適用し、

平成２８年４月１日以後に取得した建物附属設備に係る減価償却方法を定率法から定額法

に変更しております。

なお、この変更による損益に与える影響は軽微であります。

　②無形固定資産 　定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（5年）に基づく

定額法を採用しております。

（２）引当金の計上基準

　　①退職給付引当金 　従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務の見込計上額に基づき、

当期末において発生していると認められる額を計上しております。

　　②役員退職慰労引当金 　役員の退職慰労金の支給に充てるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。

（３）その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

　①消費税の会計処理方法 税抜方式を採用しております。

　②連結納税制度の適用 ＪＸホールディングス株式会社を連結納税主体とする連結納税制度を適用しており

ます。

（１）当事業年度の末日における発行済株式の数 株

（２）当事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項

平成２８年６月２４日の定時株主総会において、次のとおり決議しております。

ア．配当金の総額 303,000千円

イ．配当の原資 利益剰余金

ウ．１株当たり配当額 606千円

エ．基準日 平成２８年３月３１日

オ．効力発生日 平成２８年６月２５日

（１）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

（２）追加情報

　　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号平成２８年３月２８日）を当事業

年度から適用しています。

500

３．その他の注記

　平成２８年４月１日以降取得した建物附属設備は定額法、その他の有形固定資産は定率

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

２．株主資本等変動計算書に関する注記

法によっております。


